
厚生年金基金規則等の一部を改正する省令概要 

 
 
１ 厚生年金基金規則の一部改正 

  ① 代行保険料率の算定の基礎となる予定利率は、３．２％とする。（第３

２条の１１関係） 

  ② 財政の現況及び見通しが作成される場合の代行保険料率の算定基準日

は、厚生年金基金令第３６条の２第２号の規定により厚生労働大臣が

定める月の１３月前の月の末日とする。（第３２条の１２関係） 

  ③ 財政の現況及び見通しが作成される場合の代行保険料率の算定の際は、

脱退率及び昇給率については、前回の代行保険料率の算定に用いたも

のを使用することとする。（第３２条の１３関係） 

  ④ 財政の現況及び見通しが作成される場合の代行保険料率の届出は、厚

生年金基金令第３６条の２第２号の規定により厚生労働大臣が定める

月の４月前の月の末日とする。（第３２条の１４関係） 
 
 
２ 確定拠出年金法施行規則の一部改正 
 

 ① 規約の特に軽微な変更として、以下のものを定める。（第５条関係） 

・ 事業主の住所 
・ 実施事業所の所在地 
・ 運営管理機関及び資産管理機関の住所 

② 記録関連運営管理機関の保存情報について、事業主からの情報提供を義

務付ける。（第１１条関係） 

 ③ 記録関連運営管理機関が保存すべき、運用指図の内容に関する事項につ

いて、保存期限を短縮する。（第１５条、第５６条） 

 ④ 運営管理機関が運用商品を除外しようとする際の、商品購入者の同意を

不要とする要件を緩和する。（第２０条の２） 

 ⑤ 事業主業務報告書に運用方法を記載することとする。（様式第７号関係） 



 
 
３ 確定給付企業年金法施行規則の一部改正 

  規約の特に軽微な変更として、以下のものを定める。（第７条関係） 

・ 事業主の住所 
・ 実施事業所の所在地 
・ 運営管理運用機関等の住所 

 
 
４ 施行期日 
    平成１６年１０月１日 
 


